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１ 計画策定の意義

本市では平成 29 年度に「浦安市一般廃棄物処理基本計画」の改定を行い、

基本理念として「人と自然が共生する循環型都市を実現する」と掲げた。その

理念を実現させるためには、大量生産、大量消費、大量廃棄に支えられた社会

経済・ライフスタイルを見直し、循環型社会を形成していく必要がある。その

ためには、社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、できる

ことから実行していくことが重要である。

現在、最終処分場の確保は困難なものとなっており、とりわけ本市は最終処

分場を有していないため、焼却残さの減量は、本市における最重要課題の一つ

となっている。本市は、これまでに焼却残さのエコセメント化（東日本大震災

の影響により中止）・溶融スラグ化の実施などによって、焼却残さの減量に努

めてきた。しかし、そうした施策が一定の効果を上げている一方で、燃やせる

ごみの組成分析では約 35％から 40％が紙類であるという結果が出ており、排

出段階で紙類の分別をすることで、焼却残さを更に減少させることが可能であ

ると考えられる。

本計画は、このような状況のなか、一般廃棄物の多くを占める容器包装廃棄

物の分別収集を行うことで、地域における容器包装廃棄物の４Ｒ（リフューズ、

リデュース、リユース、リサイクル）を推進する。また、本計画は市民・事業

者・行政それぞれの役割や具体的な推進方策を明らかにすることで、すべての

関係者が一体となって取り組むべき方針を示すために策定するものである。

本計画の推進により、容器包装廃棄物の４Ｒを推進するとともに、廃棄物の

減量や最終処分場の延命化、資源の有効利用が図られ、循環型社会の形成が図

られるものである。

２ 基本的方向

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（以下「法」

という）に基づき、本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。

・容器包装廃棄物の発生抑制、再使用、リサイクルを基本とした地域社会

づくり

・すべての関係者が一体となった取り組みによる環境負荷の低減

・市民、事業者、行政の役割分担に基づく廃棄物処理システムづくりの推

進

・安心、安全で環境負荷の少ない廃棄物処理システムづくりの推進
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３ 計画期間

本計画の計画期間は令和５年４月を始期とする５年間とし、令和７年に見直

す。

４ 対象品目

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラ

ス製容器（無色、茶色、その他）、飲料用紙容器、段ボール、紙製容器包装、

ペットボトルを対象とする。

５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号）

表１

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項（法第８

条第２項第２号）

容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するため、以下の方策を実施する。なお、

実施に当たっては、市が進めるごみ減量・再資源化「ビーナス計画」の理念に

基づき、市民、事業者、行政がそれぞれの立場から役割を分担し、相互に協力・

連携を図っていくものとする。

分別収集の実施に当たり、市民、事業者のごみ処理に対する意識改革を図る

とともに、一人一人が自覚し、実践できる４Ｒ活動を推進する。

・４Ｒの推進（おでかけビーナス）

市民、事業者に対して、ごみ排出量の増加、最終処分のひっ迫、ごみ処理に

要する経費の増加等、ごみ処理の状況についての情報を提供し、４R の更なる

推進を図るため、出前講座「おでかけビーナス」を行う。

・ビーナスプラザにおけるリサイクル体験や情報提供、学習拠点の活用

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

容器包装廃棄物 10,946ｔ 11,043ｔ 11,068ｔ 11,069ｔ 11,152ｔ
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ビーナスプラザにて市民自らの手でリサイクルを体験する目的で廃棄物の

再生・見学できる各種工房で教室を引き続き開催する。

・ビーナス推進員（廃棄物減量等推進員制度）

市の一般廃棄物の減量対策を実効あるものとすることを目的に、一般廃棄物

の減量・再資源化を促進していくためのリーダー並びに地域と行政を結ぶパイ

プ役として、各自治会から廃棄物減量等推進員（１名以上５名以内）を推薦し

ていただき委嘱している。この制度を活用し、廃棄物の更なる排出抑制につい

て啓発活動を行う。

・雑紙（紙製容器包装を含む）回収の啓発

上記、廃棄物減量等推進員や資源回収事業の担当者への説明及び各種通知

などを活用し、雑紙の分別排出を呼びかけ、資源として適正分別・排出を推

進する。

７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物

の収集に係る分別の区分（法第８条第２項第３号）

市内に最終処分場を有していない本市の現状、廃棄物処理施設及び再資源

化施設の整備状況並びに再商品化計画等を総合的に勘案し、分別収集をする

容器包装廃棄物の種類を表２左欄のように定める。

また、本市が有する廃棄物処理施設、選別施設や本市の収集体制等を勘案

し、収集に係る分別の区分は、表２右欄のとおりとする。

表２

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分

主としてスチール製の容器

主としてアルミ製の容器
缶

主としてガラス製の容器

無色のガラス製容器

びん茶色のガラス製容器

その他のガラス製容器

主として紙製の容器であって飲料を充てんするため

のもの（原材料としてアルミニウムが利用されてい

るものを除く。）

飲料用紙パック

主として段ボール製の容器 段ボール
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主として紙製の容器包装であって上記以外のもの
飲料用紙パック、段ボー

ル以外の紙製容器包装

主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）製

の容器であって飲料、しょうゆ等を充てんするため

のもの

ペットボトル

８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及

び法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第

２項第４号）

表３

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

主としてスチール製の容器 118ｔ 119ｔ 119ｔ 119ｔ 120ｔ

主としてアルミ製の容器 303ｔ 306ｔ 306ｔ 306ｔ 309ｔ

無色のガラス製容器 （合計）

476ｔ

（合計）

480ｔ

（合計）

481ｔ

（合計）

481ｔ

（合計）

485ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

476ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

480ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

481ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

481ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

485ｔ

茶色のガラス製容器 （合計）

243ｔ

（合計）

245ｔ

（合計）

245ｔ

（合計）

245ｔ

（合計）

247ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

243ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

245ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

245ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

245ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

247ｔ

その他のガラス製容器 （合計）

448ｔ

（合計）

452ｔ

（合計）

453ｔ

（合計）

453ｔ

（合計）

457ｔ

引渡量

448ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

452ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

453ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

453ｔ

独自処理量

0ｔ

引渡量

457ｔ

独自処理量

0ｔ

主として紙製の容器であっ

て飲料を充てんするための

もの（原材料としてアルミ

ニウムが利用されているも

のを除く。）

9ｔ 9ｔ 9ｔ 9ｔ 9ｔ

主として段ボール製の容器 2,290ｔ 2,310ｔ 2,315ｔ 2,315ｔ 2,333ｔ

主として紙製の容器包装で

あって上記以外のもの

（合計）

2ｔ

（合計）

2ｔ

（合計）

2ｔ

（合計）

2ｔ

（合計）

2ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

2ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

2ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

2ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

2ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

2ｔ
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主としてポリエチレンテレ

フタレート（ＰＥＴ）製の

容器であって飲料又はしょ

うゆその他主務大臣が定め

る商品を充てんするための

もの

（合計）

622ｔ

（合計）

627ｔ

（合計）

629ｔ

（合計）

629ｔ

（合計）

633ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

622ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

627ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

629ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

629ｔ

引渡量

0ｔ

独自処理量

633ｔ

９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及

び法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法

特定分別基準適合物等の量及び法第２条第６項に規定する主務省令で定め

る物の量の見込み

＝ 直近年度の分別基準適合物等の収集実績×人口変動率

また、人口変動率は、当市の計画人口を基に、次のとおり設定した。（表４）

表４

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

174,914 人

（対前年度比）

3.34％

176,462 人

（対前年度比）

0.89％

176,863 人

（対前年度比）

0.23％

176,880 人

（対前年度比）

0.01%

178,207 人

（対前年度比）

0.75%

（※本市企画政策課 人口推計）

１０ 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号）

分別収集は、現行の収集体制を活用して行う。びん、缶、ペットボトルに

ついては、ステーション方式とし、回収容器はコンテナ及びネット方式とす

る。

プラスチック製容器包装の分別収集については、環境負荷や経済性の面か

ら、今後の技術的動向等を見据えながら検討を行っていくこととする。

飲料用紙パック、段ボール、その他紙製容器包装については、自治会や子

ども会等で実施されている資源回収事業において、引き続き分別収集を実施

することとする。（表５）
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表５

容器包装廃棄物の種類
収集に係る分別

の区分
収集・運搬段階

選別・保管等

段階

金
属

スチール製容器
缶類 市による定期収集 市

アルミ製容器

ガ
ラ
ス

無色のガラス製容器

びん類 市による定期収集 市茶色のガラス製容器

その他のガラス製容器

紙
類

飲料用紙製容器 飲料用紙パック
市による定期収集及び

市民団体による資源回

収事業

市及び

民間業者段ボール 段ボール

その他の紙類容器包装 紙製容器包装

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

ペットボトル ペットボトル 市による定期収集 市

１１ 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号）

表６に記載のある品目については、市の再資源化施設で選別、圧縮・保管し

ている。

表６

分別収集する容

器包装廃棄物の

種類

収集に係る分別

の区分
収集容器 収集車 中間処理

スチール製容器
缶類

プラスチックコ

ンテナ
２t パッカー車

浦安市クリー

ンセンター再

資源化施設（選

別・圧縮施設）

アルミ製容器

無色のガラス製

容器
びん類

プラスチックコ

ンテナ
２t 天蓋車

分別収集の実施主体

分別収集の用に供する施設整備計画実施主体
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茶色のガラス製

容器

処 理 能 力

(42.5t/5h)

その他のガラス

製容器

飲料用紙製容器 飲料用紙パック

段ボール 段ボール

その他の紙製容

器包装
紙製容器包装

ペットボトル ペットボトル ネット袋


